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水産分野における PBL を用いた社会人教育の実践 

－PBL の展開過程と応用の可能性に注目して－ 
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Here the development process and application of Problem-Based Learning (PBL) are shown. 

Nagasaki University uses PBL for the recurrent education. This is the only and front-end applied 

example of PBL in the field of fisheries and its related industry (FFRI). Following points are clarified.  

1, Rearranging of the process that PBL widened the applied range; 2, Actual situation of the practice 

activity using PBL in FFRI, through them; 3, Validity and the cut-end such as aspect of the application 

technique of PBL in FFRI.  

PBL appeared in the medical education in Canada in the 1960s. The medical education course 

propelled improvement of PBL afterward. It was introduced into Japan in 1990, and the engineering 

system education began that it had been applied afterwards. In PBL, only and independent solution 

problem is usually set. Group learning by PBL makes the effect for the students and gives them the 

ability of knowledge, technique, team communication. 

We now can see only a 4-year practice example for the application to FFRI recently. Here, the 

Tailor-made solution (TMS) such as the one-to-one type PBL education is performed. The framework of 

the curriculum is on the concept of cybernetics. By the past technical system education, the 

characteristic of PBL is the single problem setting. It was suitable for the training of the ability to solve 

a typical problem. In contrast, TMS is held because PBL in FFRI expects the solution of practical 

problem. This TMS is the first applied form in the history of PBL. The recurrent education in the 

primary industry will have to analyze/know this example. 
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 本論では，Problem-Based Learning（問題解決型学習。

以下，PBL）の開発から応用に注目する。PBL はカナダで医

学教育の手法として開発され，手法としての精緻化が進みな

がら急速に諸外国の医学教育現場に取り入れられた。その後，

日本の医学教育の場にも取り入れられるとともに，その応用

の場は医学教育以外に広がっている。その応用範囲の拡大の

一端を示す例が長崎大学で行われている水産系の社会人教育

である。 

 本論では同大学の実践活動を水産分野に PBL の応用の唯

一かつ最先端の例と位置づけて，①PBL がその応用範囲を広

げてきた経緯の整理，②水産分野における PBL を用いた実

践活動の実態整理，これらを通じて，③水産分野に PBL を
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適用するための手法としての妥当性と切り口（さらに効果的

な応用につながる切り口という意）の提示，を試みる。 

 

１．PBL 研究の概況 

 

Problem-Based Learning1)の教育現場への適用について

は，すでに多くの分野で多くの検証がなされている。そこで，

既往文献を用いて最初に教育現場への適用に関する経緯とそ

の考え方に関する流れを概括する。次に，学部教育・大学院

教育・社会人教育を念頭において PBL を教育現場に持ち込

むことに関して経験・検証・改善・応用の可能性について整

理したい。 

 これらの整理は，いずれも水産分野での教育機会を念頭に

おくもので，教育手法としての PBL の理念に関する議論は

別の機会に譲る。PBL を水産分野で活用するために，現在ま

で水産分野以外で実態主義2)に重きを置いて先行する PBL の

経験の特徴を明らかにすることが本章の役割である。 

 

１－１ 経緯と考え方 

PBL はカナダの McMaster 大学医学部で1969年に開発さ

れた教育方針であると言われている3)。以後，オーストラリア

の Newcastle 大学（1978），アメリカの Harvard 大学におけ

る New pathway プログラム（1985），東京女子医大によるチ

ュートリアル方式（1990）と拡がり4)，現在に至る5)。日本に

おいて医学系で導入された初期でさえ，時を置かず医学分野

以外への応用が検討されていたようである。すなわち，高等

専門学校や大学の工学部での応用が模索されているという他

分野に広がったことを見ると，PBL には教育実践手法として

早くから議論され，検討されてきた経緯があるからこそ，医

学分野が専属の教育手法として PBL を囲い込むばかりでな

く，PBL を高等教育における手法開発として昇華させてきた

と言えるだろう。そのためか，今では技術系にとどまらず，

国際関係学における教育方法に関する研究6)でも PBL の効果

に関する分析が行われている。 

座学（講義）に始まり関連専門分野の知識をじゅうぶんに

蓄積するという教育体系を経験した学生は実社会で必要な知

見を過不足なく発揮できるようになるはずだ，といった従来

型カリキュラムを批判的に検証することから，PBL は開発さ

れた。PBL では従来型カリキュラムとは異なる手順，すなわ

ち，ある解決するべきテーマが授業中に設定される。そして，

それを解決するためにはどんな知識と技術と手順が要求さ

れ，どのように発揮するべきなのかという立場から，学生が

グループ学習を通じて，グループ内とグループ間の議論を経

ながら自主的に解決のための戦略を探し出す。これによって，

PBL とは実践力の養成と必要専門知識の理解の両立を目指

すものだと見れば，ほぼ要領を得た理解となる。 

PBL 教育にあっては，教員は牽引役というよりも事実上，

相談の対象である（機能面から見ると，学生が最適解を探す

ための助言役でありグループ内・間の議論のファシリテータ

ーである）ことから，学生グループには教員の補助係（チュ

ーター）を置くことが有効だと言われている。この点からチ

ューターを重視した体系は PBL-Tutorial と呼ばれている。

PBL-Tutorial に関する教育技術開発を整理した知見を見る

と，PBL 発端は上述の McMaster 大学にあるのではなく，

アメリカの Case Western Reserve 大学に始まったと位置づ

けているものもある7)。いずれにせよ，PBL の出自は医学系

教育手法開発にあり，手法開発の実践過程でチューターの活

用が効果的だと言われるようになった（換言すれば，実践か

らのフィードバックによって，より効果的手法を開発すると

いう検討過程が奏功した）。さらに，神津が整理したように

「累進型チュートリアル」8)によれば，学習すべき事項の発見

とその学習方法の体得→設定された到達目標から自分ならで

はの学習方法を見つけ学ぶ→実践課題を見つけ解決する，と

の学習者が学年進行とともに歩む内容面の深化を指摘してい

る9)。 

PBL-Tutorial にあってはチューターの力量が授業担当講

師と同じように求められると考える方がよいだろう。この点

で，チューターや講師のファシリテーター能力の開発は PBL

を効果あるものとするために不可分の課題である。この密接

不可分との点から PBL を扱った研究は今のところ見つける

ことができない。むしろ，PBL の場にファシリテーターが存

在することは効果的だという段階あるいは前提での分析がめ

だつ10)し，ファシリテーターの能力開発についてはそれ自体

のあり方を論じるものがある，といった現状だと見ることが

できる。 

 

１－２ 実践の場が拡大 

通常の座学（講義），あるいはこれを展開軸にしたカリキュ

ラムでは，例えば，「今日は電流について勉強しよう」と“そ

もそも論”，“モノの道理”，“知識として持つべき基本”を入

り口にしている。水産分野を想定すると，「漁撈を学ぶ入り口

に水棲生物たる魚類とは生物学的な特性によって位置づける

なら・・・」といった入り口を用意することと似ているだろ

う。ところが PBL では，「ここに○○に使うＡという機械が

あるが故障している。これを修理して完全に作動するように

するか，少しでも修理して本来の用途として使えるようにし

てほしい」といった“目的の実現のためにどんな手段や方法

を選び，どんな手順でそれを実行し，どんな成果を得るのか”

を授業，カリキュラムの入り口，カリキュラムの軸に据える

ことになる。 

医学教育事例を除いて，PBL 型の授業のテーマと内容にお

ける典型例（イメージしやすく先行する外国例を導入したも

のとして見るのにふさわしい例）は工学教育分野で見られる

Paper Bicycle Project である。現在，広島大学工学部11)の授

業でも取り入れられている Paper Bicycle Project は，「もと

もとスタンフォード大学で実施されている」12)ものであると

されている。このアメリカの Stanford 大学のカリキュラム

の違いについては，「製作とビジネスとの結びつきを重視して

いる点，および大学院修士課程の講義である点」13)だと整理

されている。 

Paper Bicycle Project とは，グループ学習による，受講生

が厚紙や紙パイプを使って人が乗って移動できる自転車を作
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るというプロセスを重視した授業のことである。工学分野の

専門用語は略するとして，要は，初期設定であるところの，

人が乗り人力により移動できる乗り物を作るという過程を，

構造計算などを経て経験することによって，必要な知識の収

集と具現化を学ぶものであると考えてよい。 

Paper Bicycle Project ではないが，大阪大学基礎工学部の

「創成科目」14)における「ストローと粘着テープを所定量使

って，タワーを作り，高さと耐重量を競う」15)例のように，

目的と使用材料を初期設定して合目的的で最大の成果を上げ

るためのグループ学習を PBL 教育の手段としているものも

ある。 

医学教育で始まった PBL は症例を設定（仮定）すること

に始まる。その後，学生の自主学習によって治療方針がたて

られ，学生同士の議論を経て最適な治療方針が選択されると

の展開がある。PBL が実践された当初から，展開過程につい

て，PBL を念頭に置いた事前事後の講義を PBL 型授業の中

で実施するのか，あるいはカリキュラム全体として他の講義

がその役割を担う（PBL 型授業に必要な専門知識を与えたり

復習したりする授業を別立てにする）のか，が教育効果との

兼ね合いで議論されてきたようである。すなわち，PBL はカ

リキュラムと学習効果の両者の関係から，その教育効果を議

論する対象になり続けてきたことになる。この点で，医学教

育以外にもその応用の場を広げる要素が早くから検討されや

すい存在だったといえるだろう。 

専門分野には専門分野特有の課題があることは既知のもの

として，ここでは外せない方式となった PBL の進め方につ

いてだけ触れたい。多くの教育現場でのこれまでの PBL の

実践によって，多くの PBL ではチューター方式が重視され

るようになった。るよするが，チューター方式とは，少人ー

で構成されるグループ学習者の班に教育補助係（チューター）

が付き授業担当者が事前に設計した展開方針に沿ってグルー

プ学習に必要な助言をする（指示係でもなければ牽引役でも

ない）ものである。なお，チューター方式を軸として，座学

（講義）をどのように組み合わせるか，すなわち，グループ

学習による自学自習効果をカリキュラム構成を通して学問体

系の中にどのように位置づけるのかについては，専門分野を

超えて様々な工夫がなされていることはいうまでもない。 

本節の最後に，学部教育，大学院教育，社会人教育に分け

て PBL の実践の場を見ておこう。 

学部教育段階で PBL を取り入れた先行例を探すなら，例

えば，アメリカの Harvey Mudd College におけるエンジニ

アリングクリニック（学部2年次から卒業までに最低3つのプ

ロジェクトを経験する）や Maryland 大学のカリキュラム

（１年次に工学系の学科を超えて機械設計によりチームワー

クを理解させるための授業，3年次にリデザインがテーマの

PBL，4年次には卒論の代わりにー人のグループによるプロ

ジェクトを経験する），デンマークの Aalborg 大学のカリキ

ュラム（講義・学生実験・PBL を各期に取り入れている）な

どがある。これらの特徴は PBL を講義や実験・実習の単体

として捉えようとせずカリキュラムの全体構造が PBL を重

視したものとなっていることである16)。なお，国内の学部教

育レベルについては，産学連携によって実社会のニーズを学

部学生教育に活用するものが多いことと芸術教育面17 )で

PDCA サイクルを重視した PBL の場として児童・生徒・市

民向けのワークショップを位置づけている例もあることを強

調し，紙幅の都合で詳細は割愛する。 

大学院教育に目を移すと，東京大学大学院の「テーマを『遠

心分離機において発生した異常振動の原因究明と対策』とし

た」18)事例報告では，教育効果（実際の物に触れ，実際の問

題を解決し，作業分担とチームワークを学んだ）19)が産学協

同を背景に指摘されているし，大阪大学大学院ビジネスエン

ジニアリング専攻による「OJE(On the Job Education)方式

による実践型演習」20)の例があるが，どれも社会人－大学教

員－大学院学生の組み合わせで運用されている。 

社会人教育では，長崎大学水産学部による「海洋サイバネ

ティクスプログラム」21)（後述）や八代工業高等専門学校に

よる「自動車産業を担う金型エンジニア育成事業」22)が目に

とまるが，これらは大学院生や学部学生との連携はない。 

以上，いくつかの事例を見てきたが，大学が担うべき教育

の対象とその教育の場に参加する受講生の属性を念頭におい

て，図１においてベン図を使って PBL の位置づけ（あるい

は PBL が何を実現させるべきなのか）を示した。 
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図１ 教育の場に参加する主体と PBL の関係 
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例えば，社会人と大学院学生が同席する PBL 型教育の場

には，management skill（ある目的の実現のために必要な人

員と行動を合目的的に管理する技術＋課題の解決）が習得さ

れるべき項目として重視される。同じく社会人と学部学生が

共に参加する場では，team communication（ある目的の実

現のために必要な人員に各自の持ち場においてあるべき判断

をさせるための指揮命令系統の構築・維持・活用＋課題の解

決）が学ぶべき事柄として重視される。大学院学生と学部学

生が接点を持つ場で重視されるべきは，チューター（問題解

決の過程において適宜，採るべき行動をアドバイスする立場

＋課題の解決）としての能力獲得である。これらは例として

示したもので，PBL が設定する目的によってはその軽重や趣

旨が変化することはいうまでもない。 

大事なことは，こうした重視される点が，これまでの経験

や知識を持っている側がそうではない側に示すことによっ

て，知識とその表し方をる認識する場となること，経験や知

識を持っていない側が持っている側から学ぶ時に「知識＋ど

う活用すればよいのか」を知ることができること，であろう。

この意味で，図示した３者が参加する場にあっては当然，専

門知識を吸収しそれを活用できるようになるという点がゴー

ルとなる。 

 

２．PBL による社会人教育実践の場 

 

ここでは，PBL を用い唯一先行23)して水産分野の社会人教

育を行っている海洋サイバネティクスプログラムに注目す

る。著者は，PBL には設計→実践→現場状況の吟味→改善実

施という要は PDCAサイクルの外殻（換言すれば，ゴールの

設定）と，授業展開手法というエンジン部分（換言すれば，

ゴールの見せ方）をどう作るかという２軸があると考えてい

る。 

以下，海洋サイバネティクスプログラムを事例として，事

例の内容を整理し，次に受講生が持ち込む課題から PBL を

どのように組み込んでいるかを見ることにする。この作業は，

第３章でとりあげるゴールの設定と見せ方のための実態整理

として位置づける。 

 

２－１ 海洋サイバネティクスプログラムという事例 

水産系の社会人教育の場に PBL を持ち込む機会は，長崎

大学のプロジェクトが初めてである。このプロジェクトとは

「海洋サイバネティクスと長崎県の水産る生」（通称：海洋サ

イバネティクスプログラム）という受講期間が２年のカリキ

ュラムである24)。現場では“サイバネ”と略しているので，

以下，この略称を用いる。少し長くなるが，サイバネを紹介

する文章を示そう。サイバネは，「水産業の諸問題について，

環境科学，生物学，経済学，工学など関連分野の様々な専門

知識・技術を融合させ，集学的，多元的な問題解決方法を探

るための学問領域です。・・・（中略）この人材養成プログラ

ムでは，これまでに蓄積されてきた水産県長崎ならではの漁

場・資源等の管理技術に加え，自然界での生物バランスを破

壊することのない新たな生産技術の開発，すなわち生物生産

の場としての沿岸・内湾域の環境保全・回復と，生物生産さ

らには加工・流通を一体のものとして最適化していくための

多様な技術の開発に取り組める人材の養成を目的とします。

プログラムは「増養殖コース」，「漁業管理コース」，「水産食

品コース」の３コースに分かれ，いずれのコースでも長崎県

の 水 産業を さ ら に 活 性 化 す る に は何が必要か ， PBL

（Problem-Based Learning:問題解決型授業）と呼ばれる方

式によって，現実の課題を題材とした講義と演習が進められ

ます」25) と自己規定している。 

端的に言うなら，サイバネの外形には，(1)海洋サイバネテ

ィクスとは集学的・多元的に問題解決をめざす学問領域であ

ると位置づけている（だから水産学部・経済学部・NPO法人・

関連諸機関の人材が講師として参画），(2)３コースからなる

人材養成プログラム（各コースにおける問題解決を突き詰め

ると複ーのコースにまたがる要素が存在している）であり，

(3)水産関連分野の社会人に対して PBL 型教育をおこなう（関

連分野の線引きは現実即応型なので，関連事業者のマッチン

グ能力を持っている金融機関職員の参加も見られる），(4)２

年間の最後の半年で課題解決のためのポスターを作成し修了

判定のためにポスター発表を行う，の４つの特徴がある。な

お付記すべきは，後述するチューターの役割を担うスタッフ

がサイバネにはいることである。このスタッフの過半が修士

学位以上の学歴（半ーは博士学位取得者）を持っている。そ

の理由は，専門的知見のつなぎ手として機能してもらうため

である。この人的資源の特徴を含めるとサイバネの特徴は５

つあると言っても良いだろう。 

 

２－２ サイバネにおける PBL の組み込み方 

サイバネにおけるゴールの設定とゴールの見せ方をまとめ

る前に，PBL の類型を整理しておく。PBL が始まってから

今日までの間に，PBL の形態は次の５つに分けられるように

なった。すなわち，基本型 PBL（Genuine PBL），小グルー

プ型 PBL（Small-Group PBL），チューター利用型 PBL

（PBL-Tutorial），複合型 PBL（Hybrid PBL），実践型 PBL

（Task-Accompanied PBL）の５つである。この５類型説は

標準的なものである。PBL の発展過程を見ると基本型 PBL

から始まり，PBL を取り入れる専門領域，教育効果，カリキ

ュラムのあり方，学年進行別に想定される学生像などの諸条

件から，実践の場で他の類型が開発されてきた。 

現在のサイバネにおいて重視している PBL 教育の図２は

サイバネが取り入れている Hybrid PBL と PBL-Tutorial の

概念図である。Hybrid PBL では，PBL 型の授業（例えば，

授業 A）が設定されているカリキュラムの中で，授業 A が開

講されるまでか授業 A と同期に開講される授業 B（授業 A

の受講生がこれにも参加）において，授業 A で求められる

PBL に対応できる知識とそれを発揮する技術（まとめて専門

的知見と呼ぶことにする）を教授し，授業 A と同期に開講さ

れるか授業 A の開講期よりも後に実施される授業 B におい

て，授業 A で得た問題解決能力のおさらいを専門的知見の体

系的整理としておこなう，という複ー授業間連携を指す。 

PBL-Tutorial とは，複ー授業間連携とは異なり，授業 A
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の展開手法として，①グループ（班別）学習を取り入れ，各

グループあるいは複ーのグループとつき合うチューターを利

用し，②グループ学習の成果を他グループの前で発表し，③

他者が成果を得るまでに辿った過程・判断・使った専門的知

見をお互いに考えることでゴール（専門的知見の適切な発揮

方法による成果）を知る，というものである。ここでは，講

義者とチューターは，グループ学習する受講生に対して望ま

しい回答を与えるのではなく，望ましい回答を得るプロセス

を体験させるための助言をすることとなる。 

サイバネは上記の PBL の２類型を取り込んでカリキュラ

ムを構成している。受講生は受講開始までに３コースのどれ

かひとつで学ぶことを決める。受講生は３コースに共通する

講義・実験・実習（学内で実施）の他に，選んだコースに設

定された講義・実験・実習（同）を受講し，さらに，それぞ

れの受講生に応じた現場実習をおこなう。なかでも現場実習

は，受講生ごとに当該受講生の仕事場（現場）で実施する。

実験・実習および現場実習には各コースを担当する複ーの教

員とスタッフが現場におもむき，受講生との間で意見交換を

して，必要な専門的知見の割り出しと活用方法の洗い出しを

おこなう。 

受講生がそれぞれ抱える解決したい課題には，海洋サイバ

ネティクスという多元的な学問領域のどの専門的知見が必要

なのかを見極めることが，問題解決の第一歩である。専門分

野の授業との関係は略するとして，これについては，受講生

が受講申込時に“○○を解決して△△を実現させたい”と受

講動機を文章化する機会がある。さらに開講直後と２年度め

当初に設定されている，抱える課題の解決の見通しを考え合

う機会（３コースの受講生，教員，スタッフが同席して意見

交換），コースごとに分かれて課題解決の糸口と経験の応用を

話し合う機会（コースごとに受講生，教員，スタッフが同席

して意見交換），そして各期の現場実習と課題解決演習（2年

度目の後半）と，幾層にも解決すべき課題の問題構造を明ら

かにする機会が設定されている。これらは，文章化→コース

を跨ぐ意見交換→コースごとの意見交換→個別の現場実習→

次回の現場実習あるいは大学でおこなう実習，との流れが

Hybrid PBL を構成しているとともに，コースごとの意見交

換や個別の現場実習が PBL-Tutorial の機会として存在して

いる，と整理されるべきものである。すなわち，Hybrid PBL

と PBL-Tutorial の両方を軸にサイバネのカリキュラムが構

成されているという点は，ここにある。 

この意見交換の回を重ねる26)という仕掛けが，問題解決に

大いに役立っている。これがなければ表面的で作文で表現さ

れる課題の解決に，サイバネの２年間を通して，当の受講生

と教員が振り回されることになる。ともすれば実態とは離れ

がちになることを防ぐ意味で，この仕掛けは役立っている。

繰り返すが，例えば受講生から“○○をなんとか解決したい

のですが”と相談があっても，実際，現場で確認してみると

問題点の所在や解決の手順・手法は別に存在していた，にも

かかわらず，じゅうぶんな吟味がなされなかったので相談を

持ち込んだ当事者も相談を受けた側もそのズレに気づかな

い，さらに，既存の経験知を活用すれば難なく解決できたは

ずなのにその機会がないばかりに諸々のロスが続く，という

事態を見抜くきっかけが文字通り不可欠であり，徹底した現

場主義がこうしたズレを押さえ込んでいる。 

現場主義が貫徹されていなければ，また，接点を保ち続け

なければ，切り込む方法が適していないとか，問題解決のタ

イミングを逸してしまう，といったこととなるだろう。サイ

バネという受講期間が２年間の時間を待って問題を解決する

というのは本質的な改善には有意義だが，まず，目先の難題

を改善して当面の危機を避けようとすること（例えば，社会

人のサボり癖や要領の良い立ち振る舞い）については，むし

ろ，カリキュラムとしての即応能力が求められる。これを可

能にするのが，サイバネのカリキュラムにおいて受講生と教

員の間で意見交換を重ねるという方法である。これによって，

タイミングのロスを極小化できるのである。 

 

図２ ２類型を取り入れ複ーの授業を連動させる 
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２－３ サイバネ修了生の課題と専門的知見の組み合わせ方 

ここで，サイバネプログラムを修了した受講生を例に，受

講生による課題研究とそのための専門領域の組み合わせ方に

注目してみよう（表１）。その目的は，課題研究に対応する専

門領域の構成と，受講生（この場合は修了生）の属性の特徴

を見るためである。 

表１は，すでに修了した平成19年度および同20年度生27)を

対象に，修了生の属性・所属コース・課題研究ごとに配置さ

れる担当教員（制度的には主査・副査と呼ぶ）の専門領域の

関係を示したものである。注にも示したが，受講生の勤務先

による特許申請が絡む課題があることから，課題名を伏せて

作表した。また，修了生の職種を見るために受講コースごと

に属性の似たものを並べ，入学年度を示すために19T・20X

（平成19年度に受講を始めた T さん・同20年度に受講を始め

表１ サイバネ受講生の属性・所属・課題研究に対応する専門領域 
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た Xさん）などの記号で区別することとした。 

これをサイバネの３コース別に見る。増養殖コースには養

魚種苗の製造・仲介および関連資材販売に関係する事業体に

勤める技術職員が多い。これは，長崎県内の養殖業者と取引

関係を持つ餌料を扱う会社と関連資材・システムを扱う会社

がその社員を受講生として送り込んだことによる。したがっ

て，このタイプの受講生および19B・20C の後継者について

は養魚・養藻（生物特性から養魚・養藻環境まで）技術研究

を課題に選んでいる。各受講生に対応する教員は，水産増殖

学，魚病学，海洋微生物学，生殖生理学が専門分野の教員で

あることが多く，食品学，漁業技術，水産経済学が関与する

ことはない。19B は藻類養殖事業者の子息で，実質的には経

営判断を任されている立場にある。19Dは仕事柄，養魚技術

に出会うことが多いことから関連知識を学ぶ必要があると考

え受講を決意したが，受講中に養殖魚を含めた販路開拓（海

外展開）が担当施策案件となったことなら，マーケット事情

の解析を通じて完成品（養殖魚と漁船漁業漁獲物の両方）の

商品価商を高める策に視点を移した。19Dが視点を移すプロ

セスには水産物市場論を担当する教員が臨機応変に対応して

いたが，講義科目だけに接点を限定しない仕組みを持つサイ

バネだからこそ，こうした柔軟な対応ができる。 

漁業管理コースでは，漁業資材業者の技術職員，漁船漁業

と魚類養殖業の自営業者（経営者）で半ー，残りが県職員（水

産業改良普及員と水産土木系技術職員），市職員（水産職），

研究独立行政法人の技術スタッフが占めている。ここでは，

漁場環境の改善・修復，漁撈機材の集魚特性，資源管理手法，

種苗放流などが課題研究のテーマとなっている。このコース

の受講生については受講開始時からの意見交換によって，早

い段階から対応する教員（専門分野）の配置が固定された。

ただし，20E については，途中から水産物市場論を担当する

教員が指導に参加することとなった。これは，この受講生が

離島の漁業地域振興を担当していること，現場の漁業者が主

導して新規漁場開拓が急速に進み経済性を加味した新規漁業

の普及・定着を考える時間的なゆとりができたことの２点に

よるものである。当初から指導にあたっていた漁業生産シス

テム学を担当する教員の判断も，この２点のうち後者の状況

を念頭に，この受講生が実質的には現地集落の漁業者を代表

して受講していることや現地集落の漁業者の要望は漁閑期に

操業する儲かる漁業にあることを考え，上記の社会科学分野

の知見を追加投入するほうが良いということになった。これ

を受けて，この受講生，現地集落の漁業者（10名以上が参加），

水産物市場論を担当する教員の間で意見交換があり，受講生

の課題研究の進め方（方向性）と社会科学分野の知見を加味

した整理が妥当だろうという結論を得た。また，19Kについ

ては，職場の担当業務だけでは視野が狭くなる，補強したい

分野は経済分野だ，との意見を受講開始後につよく持つよう

になったこともあって，これも途中から水産物市場論を担当

する教員が指導に加わった。これが決まるまでには約６ヶ月

が経過したが，受講生自身が研究課題を明確に説明できるよ

うになるまでのプロセスはこのサイバネが持つ教育能力によ

って支えられた。 

食品コースでは，県職員（水産業普及指導員，以下「普及

員」）が過半を占め，事業者（後継者も含む），市職員（水産

職）と続く。事業者の内訳は，水産加工専業（19O），魚類養

殖と水産加工の兼業（19R），定置網と水産加工の兼業（20M）

である。市職員20L は地元の水産加工業界が注目している食

品安全対策をサイバネに持ち込んだが，普及員は，担当地区

にある課題をサイバネに持ち込んでいる。例えば普及員19N

は長崎県南部域の複ーの水産加工業者（加工専門から加工小

売まで）の食品安全性確保を課題として設定し受講を始めた。

そのため19N の現場実習においては，多くの水産加工業者の

作業場に19N と担当教員が足を運び，水産加工業者とその現

場担当者を交えて意見交換をした。同様に19S は離島地区に

おける漁業者による付加価商向上策を課題に設定したので，

19S と担当教員は島外地区の漁業種類の異なる複ーの現場に

足を運んで，漁業者や漁協職員との間で意見を交換した。前

述の20L と実質的に似た趣旨の課題を持ち込んだ普及員は

19P，19Q，20N である。この3名はそれぞれ特定の漁業地区

に限定した課題を設定していた。順に，特定の漁業種に限定

した漁業者・漁業者の婦人団体・地域住民・地域の商工業者・

地域の水産加工業者が連携する地域活性化，特定市場への出

荷を前提とした漁協出荷の改善による魚価向上，ある合併漁

協地区における藻類加工の普及と銘柄化という内容である。

事業者（19O・19R・20M）の特徴を挙げるとすれば，いず

れも自らの事業として漁獲・養殖した魚類を自ら加工して出

荷する部門を持っていることである。そのため，この３者の

事業はどれも末端消費者と直接的な接点を持っている。 

こうした課題に関する現場実習では，次のこと抜きでは進

められない。すなわち，現場で起きていることについて，ま

ず，受講生，複ーの専門分野の教員とスタッフ（言い換えれ

ば専門的知見），現場の担当者あるいは経営者が同席して同時

に現場事象を見る，次に，その場で何が問題化について意見

交換する，続いて，何を目指して何を得ようとするかについ

て現場で何が不足しているかについて意見交換する，という

手順である。増養殖コースや漁業管理コースの受講生のうち

被雇用者の課題と根本的に異なる点は，投資とマーケット対

策の２点に集約されるとみてよい。総じて商品の開発やその

価商向上が切り口となって経済・社会に関する要素が大きい

ことから，海洋社会科学や水産物市場論の関与する課題が多

い。ただし，技術的側面に限定した食品安全性を最終的な研

究テーマとして絞り込んだ場合には，19N のように経済や制

度に関する専門的知見の優先順位を下げて主査・副査を組み

替えたこともある。 

 

３．受講生毎にゴールがある－既存 PBL との最大の相違点－ 

 

本章では，サイバネのカリキュラムの調整が学期ごとに続

いていて，それによって，プログラムという容器の形は変わ

らず受講生ごとに Tailor-Made 化された PBL が実践されて

いることを明らかにし，ゴールの設定とゴールの見せ方とい

うサイバネの２軸を知ることとしよう28)。 
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３－１ カリキュラムの構成と検討による「ゴールの設定」：

軸その１ 

サイバネは，平成22年９月には開始以降２回目の修了を迎

えた。同時に，同年10月時点で新規生と含めて２学年の受講

生がサイバネに籍を置いているが，ここでサイバネの開始時

点に目を移してみよう。その頃も現在も，あらゆる点で受講

効果が検討されているが，サイバネは，開始当初では第１学

期（すなわち最初の６ヶ月間）にあっては，２回の集中講義

（全員を対象とする部分とコース別に実施する部分）・１回の

現地実習（コースごとに各受講生に個別に実施）を経て，受

講生の理解程度を知るためのレポート提出と学期中に頻繁に

行うメールなどのやりとりを通して，問題解決に関する内

容・方向性・手順をサイバネ実施側29)とすりあわせることで，

事足りるものと考えられていた。ところが，サイバネを始め

て見ると最初の６ヶ月間でいくつかの要対処点が見えてきた

し，最初の12ヶ月間の間に受講生からいくつかの要望があっ

た。これらをもとに，ゴールの設定に関する要点を示す（表

２）。 

表２の基盤を示そう。それぞれの受講生にとって，当人が

受講するカリキュラム（サイバネという社会人教育機会）と

は最大公約ーあるいは共通の土台でしかない。受講生にとっ

てのゴール（各人の課題を解決すること，その過程を論理的

に提示すること，提示したことに関してサイバネの関係者と

開かれた場で議論することの３点）は当然，各人各様のもの

である。だから，サイバネは，それぞれの受講生にジャスト

フィットす るゴールを 用 意 す る必要が あ る 。 こ れ を

Tailor-Made 型のゴール設定と呼ぶ。 

ところで PBL の要点とは，正しいゴールに向かうプロセ

スを受講生が組み立てられるようになることである。これを

ふまえて，Tailor-Made 型のゴール設定という観点から表２

を整理する。１(1)については，Hybrid PBL が，座学→実験・

実習→座学との並びで「基本知識の整理→実用能力の獲得→

実用能力から基本知識をる整理」という流れを重視すること

から，サイバネが受講生ごとによげられている解決課題に対

処するためには，最大公約ー的なカリキュラム構成を固持し

続けるばかりであってはならない。１(2)については，受講生

が課題を文章化したものや受講生がサイバネを受講し始めて

すぐの機会に課題を口頭で披露したものを，サイバネを仕掛

ける側が本当の事実関係だと即断するようでは，往々にして

間違った判断につながる。現場にある課題について，その現

場で受講生と関係者がそれぞれの立場で見ることが，課題解

決の方向性およびカリキュラムの内容の検討ができることと

なる。 

２(1)については，表面的には文字による表現が実態を示し

ていないこともあるということだが，むしろ，サイバネが重

視しているのは複ーの切り口で受講生が抱える課題を見るこ

とであって，受講開始後に改めて事実を観察して問題構造を

客観的に検討するべきだと考えているからである。２(2)につ

いては，PBL の趣旨とは，受講生が自ら関連知識を探し出し

て解決手順を考え，その合理性を他の受講生の前で発表し，

それによって知識・知識の応用のしかた・戦略の立て方を学

ぶことにある。だから，教員とスタッフはチューターの役割

に徹する必要があるし，“尻を叩く”ことや解答を示す（必要

知識の探索や解決手順の構築にヒントを出す機能がない行為

であって受講生が課題解決のプロセスを自分で考えることに

直接的な貢献をしない行為である）ことは避けるべきである。

２(3)については，サイバネの教員側だけが解決の糸口をもっ

ているわけではない，ということである。他の受講生が過去

に経験した事例を当事者にとっては未解決課題だと位置づけ

ている場合もあるし，解決の戦略について同じように悩んで

表２ ゴールの設定に関する要点 
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いる受講生が他にいることが前進する糸口になる，というこ

とから，いかに情報入手の糸口を増やすか（PBL 的な評価を

するなら問題解決のための情報を効率的に入手し組み立てる

能力を養う環境を構築する。そのために外部から講師を招聘

している），をサイバネは重視している。 

３(1)については，受講生がそれぞれ抱える解決したい問題

を解決課題とすることを示している。この点で，各受講生の

解決課題（個人の課題もあれば所属先機関としての課題や地

域漁業の中にある課題などさまざま）に対して PBL が機能

することが求められている。これについては，これまでに述

べたように，PBL が始まってから広範囲で応用されるように

なった経緯には，受講者は特定の共通する課題に関する解決

の戦略を立てるとの共通軸があったが，サイバネという水産

分野の PBL にあっては，受講者は特定の共通する解決課題

を持っているのではなく，各自の解決課題を求めて受講し，

そのカリキュラムによって個別の解決課題に接近するのであ

る。ここが，PBL のこれまでの様相とは根本的に異なる点で

ある。この点で，個別の課題を解決する戦略を立てるという

意味でサイバネの PBL は Tailor-Made 型 PBL（お仕立て型

PBL）だと言えるだろう。繰り返すが，この位置づけは，既

存の，そして PBL が応用されている分野とはまったく異な

る。 

３(2)については，文字通り，受講期間の2年間に解決する

課題が実際に存在するということである。その例を，ある地

域における複ーの水産加工業者を対象に衛生管理手法の向上

によって「食の安全・安心」を実現しこれによって商品の付

加価商向上を実現しようとしていた課題に求めよう。ある業

者の作業施設を訪問し，多くの意見交換をしたが，しばらく

すると，この地域にある自治体のブランド化振興策にこの業

者が応募して支援対象となったことから，この業者は当初の

手順を考えなくなった（衛生管理は現状でじゅうぶんだと判

断し，表面的には商品の付加価商向上にめどがついたと判断

した）。このため，複ーの業者の現場改善によって地域の水産

加工業全体の「安心・安全」をアピールし地元住民や観光客

をリピーターにするとの図式の一部が崩れることになった。

その後，解決課題を，ある伝統加工食品（スローフード系で

は世界的権威を持つ機関が認めた地域伝統食品）を対象にし

た食中毒予防に関する技術と工程管理に設定し直した。サイ

バネにおいては，仕掛ける側と当該受講生との間では，この

事態（ブランド化支援対象となった商品とその業者の行動）

は本質的な解決ではないだろうとの議論があった。しかし業

者は独立した民間事業者である。その経営行動を改めさせる

立場には，サイバネというプロジェクトは立っていない。そ

こで，当該受講生の課題解決に関しては，地域全体でとの切

り口を地域の伝統食品の加工過程に変更することとなった。

これは大同小異で他の課題にも見られる動きである。養魚関

連技術や生物学的な特質に関連する課題については絞り込ん

だ設定がなされている場合が多いが，その他の課題について

は，受講開始時の課題の切り口が初期設定のまま２年後の課

題解決の発表時まで維持されるとは言えないようである。そ

の点で，現実的な優先順位を付けるという発想は捨てること

はできない。 

本節で述べてきたことからまとめると，ゴール（解決する

べき課題）を設定することについては，①受講生のーだけゴ

ールがある，②受講生に共通する単一のゴールを設定するこ

とはありえない，③受講開始時に設定したゴールは時間の変

化とともに変質することがある，したがって，④サイバネの

カリキュラムについては大きくは変えないで受講生の必要に

応じた小幅の改善が常に求められる（PDCA をカリキュラム

の成果という総論で動かすのではなく個別受講生の課題を解

決するには何をすべきかとの観点で動かす），との４つの特徴

がある。 

 

３－２ カリキュラムの構成と検討による「ゴールの見せ

方」：軸その２ 

続いて，ゴールの見せ方について検討を加えたい。ここで

言うゴールの見せ方とは，受講生の課題解決までの手順をど

う作るか，という意味である。 

サイバネのカリキュラムでは２年次後半に受講生ごとの課

題研究が行なわれるが，実はその課題研究は受講開始時から

すでに始まっている。これは，サイバネの受講申し込みに際

して,抱えている課題を提出する必要があること（課題意識づ

くり）や，受講開始後すぐに同じ年度に受講を始めた他の受

講生と共に教員の前で何を解決したいかを述べる機会がある

ことに始まって，受講生が属するコースの中で何を解決した

いかを述べ，時間をかけて質疑応答をする機会があることや

学期ごとに１回の現地実習があり,その場で各自の考えを述

べることが継続する仕組みとしてある。したがって，受講生

は受講当初から各自の課題について２年間，考え続ける立場

におかれている。 

この２年間は，受講生ごとに関わる教員（コース別に分か

れた教員と受講生の課題に応じて対応する共通コースの教員

の組み合わせが最初の１年半，主査・副査と呼ばれる課題研

究のテーマ毎に設定する担当教員の組み合わせが２年次後

半）が，受講生ごとに関与することになっている。 

最初の１年半について述べる。これまで示してきたように

受講生が抱える課題が存在する現場に複ー教員とスタッフが

出向く。この複ー教員とはその受講生が属するコースを担当

する教員である。現場で受講生ではない関係者も含めて話し

合いが行われる。これによって，そのコースを担当する教員

とスタッフは，どの専門領域の組み合わせがその受講生の課

題解決にふさわしいのかを検討して，課題の背景にある専門

性の組み合わせに応じた教員の配置を考えるのである。この

作業は，受講生の現場実習があるたびに行われる。その理由

は，課題解決の進捗状況と解決の方向性（解決によって何を

得たいという目標－ゴールの先にある果実－の変化と解決課

題の微調整は受講期間中によくあることである）に応じた検

討が必要だからである。 

その結果，場合によっては最初の１年半の途中で，その受

講生が属するコースとは異なるコースの担当教員が現場実習

に参加する場合もある。例えば，先に示した表１にある19D・

19E・20A（増養殖コース，漁業管理コース担当教員や共通・
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経営の担当教員が途中参加），19K・20E（漁業管理コース，

共通・経営の担当教員が途中参加），19Q（食品コース，共通・

経営の担当教員が途中参加）に見られる事態が起きた。 

こうした調整を経て，２年次後半の課題研究に対する主

査・副査が，サイバネをしかける側の判断によって決められ

る。この主査・副査の構成を受講生の立場から見ると，それ

までの１年半の現場実習での接点が活かされたものとなって

いる。そのため，上記の途中参加した教員は，途中参加した

まま主査か副査のいずれかを担当するようになる。これにつ

いては，当該受講生はスムーズに実態に即した配置がなされ

たと理解しているし，サイバネにとっても解決課題の実態に

合わせた適正な配置であると位置づけている。 

図３は，上に示した事例を念頭に置きながらサイバネにお

ける現地実習を軸に，受講生がそれぞれ抱えている課題に対

して，どう解決の糸口を設定するのか30)を示したものである。

本稿では，このプロセスをゴールの見せ方と位置づけている。

ゴールの見せ方は前節のゴールの設定と密接不可分であるこ

とは言うまでもない。その理由は，プロセスの重視にある。

受講生に，解決に向かうプロセスを組み立てる能力を得ても

らうことがサイバネの意義であり，PBL はそれを成立させる

手法である。繰り返すが，受講生には取り組みたい課題を文

章化し口頭で説明するという作業が受講開始時に課せられ

る。これはカリキュラムの趣旨に添った必要作業である。た

だし，これには弱点がある。すなわち，文章あるいは口頭で

説明することと当事者が抱えている解決課題の実態とが一致

していないことがあるという点である。文章や口頭による説

明を大学の教室で聞いただけでは，教員とスタッフはこの不

一致を突き止められないのである。さらに，当該受講生も，

説明と実態のズレを認識する機会を失うことにもつながる。 

そこで，教員とスタッフはもちろん，“抱えている課題”が

存在する現場の関係者にも当該受講生の現地実習に加わって

もらうことで，早い段階から，“抱えている課題”の性格（解

決の方向性の妥当性，そのための戦略の妥当性，それに必要

な専門的知見の組み合わせ方）を検討することがサイバネで

は実施されている。これを PBL として見るなら，受講生が

自ら学ぼうとする対象に関して受講生の自発的学習を促すた

めに指導側が彼の背中を押した，ということになるだろう。

最初に背中を押す時期と押す方向を間違わないためにも，サ

イバネは，現地実習の時期（受講開始から時間をおかない）

と現場関係者の協力を得ることを重視している。 

この，背中を押すという仕掛けがゴールの見せ方の要点だ

と理解することは適切だろう。初回の現地実習を機に課題が

存在しているのはなぜか，課題を解決して何を得るのか，ど

うすれば解決できるか，その解決方法が妥当なのか，受講中

の２年間で何が実行可能で何が実行不能か，受講中の２年間

でなすべきことは何か（優先順位を付けるべきか），などが検

討される。検討の場については，現場での話し合いについて

は上述の範囲がそれに該当し，受講生への指導という点では，

本人・初回の現場実習に参加した教員とスタッフがその場と

なる。これが受講生ごとに実施される。現地実習をするたび

に，検討を要請する責任は受講生にある（サイバネを仕掛け

る側はスタッフを通してそれを促す31)）のだが，検討の成果

は，サイバネ全体では２週間に１回のペースで行われるスタ

ッフミーティングを通してプログラム全体で進捗状況として

共有される。 

この検討によっては，対応する専門分野の組み替え（これ

に応じて深く関わる教員の組み替えもある）や手順の組み替

え（実験・分析・現場での実測・情報収集範囲を変更する）

も起こっている。これはプロセスの組み替えなのだが，目指

す解決のために必要な軌道修正事項が途中段階で見つかった

ことについては，サイバネとしての成果（多面的・多角的な

検討を繰り返すから戦略を調整できるようになった）であり

PBL 的な成果（自主的に関連事情を検討する能力を身につけ

たから team communication 能力を発揮できるようになっ

図３ 課題研究の焦点と方向性を絞る：戦略の検討をしながらゴールに近づく 
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た）でもあるとして前向きな評価がなされている。 

ゴールの見せ方として大事なことは，こうした，途中段階

でどれほど戦略の修正が実現できるかにある。戦略の修正を

実現するためには，①現実の観察，②受講生による発議とま

とめ，③当該受講生と彼に関わる教員やスタッフのチームプ

レイの管理，④そのチーム内の合意形成，の４点が必要であ

る。この４点は，いずれも PBL 的には受講生の能力を育て

る方向に作用するものであるし，PBL が本質的に求めている

受講生による問題解決に合致している。 

 

４．まとめ－PBL 応用範囲の拡大と水産分野での実践から－ 

 

ここでは，本稿が最初に示した３点に沿ってまとめをおこ

なう。そのために，PBL 応用過程の特徴，PBL として見た

サイバネ実践事例の評価，サイバネに見る改善点の整理の順

で集約する。 

 

４－１ PBL 応用過程の特徴 

大学における医学教育方法の改善に端を発し PBL が生ま

れてから，40年以上が過ぎた。また，1990年台に入ると PBL

は日本の医学教育に使われるようになるとともに，アメリカ

やカナダを含めて医学以外の教育手法への応用が試みられ，

定着が見られるようになった。今では，日本だけを見ても医

学分野に留まらず工学教育にも取り入れられて，さらに，大

学のカリキュラム作りの考え方として位置づけられ，また，

水産系社会人教育カリキュラムに応用されるようになってい

る。このように，PBL が医学教育手法として特化するのでは

なく受講生の実践的能力の開発に有効な教育手法として特化

していた32)ことが，医学以外の分野への改善を含めた応用が

急速に展開した理由だろう。 

医学，歯学，工学分野においては PBL 型授業の受講生に

は，その PBL 型授業の類型によらず，あるひとつのテーマ

（解決するべき課題）が設定される。受講生は，そのテーマ

に向かって取り組むことになる。すなわち，“ひとつの授業に

ひとつの課題”という枠組みの中で，PBL は広い分野で導入

されそれ自身の改善が進められてきたのである。 

ところが，本稿で取り上げたサイバネという水産系社会人

教育の場にこの PBL が持ち込まれた。この段階で，PBL の

応用にあっては，①水産分野で初めて，②“ひとつの授業に

ひとつの課題”との原則が崩れたのも初めて，という新しい

局面を迎えたと言うべきであろう。サイバネでは，受講生一

人ひとりに解決するべき課題が存在する。“ひとつの授業にひ

とつの課題”との関係ではない。このため，カリキュラムの

設計としても PBL の実効性確保としても，現地実習という

仕組みが欠かせないのである。現地実習は，カリキュラムと

受講生を結びつけるもの，PBL を受講生に機能させるもの，

この２点を実現させるために教員－スタッフ－受講生のチー

ムが認識を共有する機会となるもの，の３つの機能を果たし

ている。 

PBL の応用過程を整理する立場にたつなら，まず強調すべ

きは，この“ひとつの授業にひとつの課題”という関係から，

“ひとりの受講生にひとつの課題”という関係に応用範囲が

広がるようになった，そして，その場面とは，水産業という

一次産業における社会人教育の場である，ということである。

このことは，PBL 応用の最前線の特質と捉えるべきであろ

う。 

 

４－２ PBL として見たサイバネ実践事例の評価 

PBL 応用の最前線であるサイバネにあっては，PDCAサイ

クルがじゅうぶんに機能している。当初，サイバネは，受講

生の意をくみ取る機会を，実習・実験・現地実習の場やスタ

ッフや教員との意見交換（メール・ファックス・電話のやり

とり）という非公式なチャネルに置いていた。これによる成

果は，初年度生の２年目に同期生全員に対して行った課題研

究の動機発表である。この発表会はコース別に実施したのだ

が，同期生の経験が参考になるし皆で考えたいとの意見が多

かったことから，次年度にはまず初日に全員がお互いの課題

を聞き合う場を設定するようになった。また，初年度の後期

からは授業ごとに受講生の授業評価アンケートを実施するよ

うになった。この結果は集計され，時間をおかず授業担当者

に伝えられる。とくに座学については，受講生の経験や理解

力に応じて説明の方法や伝え方を検討するためにこの集計結

果が使われている。さらに，アンケートや上記の非公式なチ

ャネルで出てきた内容に関する要求については，受講生と個

別に接する機会（実習・実験・現地実習）を利用してその対

応をしたり，授業の実施順を入れ替えたり，講義の応用目的

を講義の最初に明示する工夫がなされるなどの対策に使われ

ている。 

いずれにしても，受講生がそれぞれ抱える課題にサイバネ

のカリキュラムを活かす機会や方法については，PBL という

耳慣れない言葉による説明は最小限にしながら，教員とスタ

ッフが各受講生に対応している。 

足りないことがあるとすれば，時機を逸することだろう。

例えば，漁獲時から出荷先までの鮮度変化を把握して適正な

鮮度保持技術を定着させるといったテーマで実測をおこなう

場合に典型的に現れるのだが，対象魚が来遊してこない，漁

獲できないといった水産業ならでは“不運”が，それである。

カリキュラムの流れの上で設定される実施時期が自然界の動

きに合わないことがあるといえばそれまでだが，盛漁期であ

っても似たようなことは発生している。これは自然を相手に

したことならではのことだが，現地実習を重ねてもなお，自

分がやるべき事が分からない（実行しようとしない）受講生

がきわめて少ないがいるということもある。これは PBL の

根幹に触れる事例ではあるが，うち一人は最後の半年で行動

を起こし成果を挙げ，他の一人は異動によりサイバネの受講

を取りやめることとなった（したがって表１には記載されて

いない）。複ーの受講生を抱え，受講生ごとに解決すべき課題

があるという条件下での PBL の場に起こりうる問題として

捉えるべき事例だろう。 

以上のことから，PBL としてサイバネを評価するなら，こ

の分野での経験則が使えない中ではマイナス要因を抑え込む

ことに成功していると言って良いだろう。また，サイバネが
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PDCAサイクルを活用できているのは，受講生ごとに解決す

べき課題が設定されていることによるところが大きいと言っ

てよいだろう。一人ひとりの進展具合を気にかけざるを得な

いのがサイバネの特徴であるから，かえって，リアルタイム

で PDCA サイクルをまわす情報の収集と検討ができるとい

うわけである。 

 

４－３ サ イ バ ネ の 改善 点 の 整 理 －PDCA サ イ クル と

Tailor-Made 型課題解決の実践－ 

上で述べた一人ひとりの進展具合を気にかけざるを得ない

ということは，すなわち，Tailor-Made 型課題解決という“お

仕立て型 PBL”の実践の場がサイバネだということを示して

いる。これもすでに述べてきたことだが，サイバネの特徴は，

“ひとつの授業にひとつの課題”という関係から“ひとりの

受講生にひとつの課題”という関係に PBL の応用範囲が広

がる最前線だということである。 

この最前線だという点においては，当然，試行錯誤的な要

素がサイバネに同居していると考えてよいが，今のところ，

その「錯誤」の部分は目立ってはいない。むしろ，Tailor-Made

型課題解決をサイバネが指向したことが，PDCA をまわすエ

ンジンになっているといえるだろう。サイバネのプロジェク

トを描いた時にはこの関係（Tailor-Made 型課題解決が

PDCAサイクルを動かすエンジンになる）を意識していなか

っただろう。しかし， Tailor-Made 型課題解決がサイバネの

カリキュラムの要点に位置づけられていなければ，サイバネ

の中で PDCAサイクルが動くことはおそらくほとんどなく，

実行中の不断の改善というスピードを伴う PDCA の実践は

できなかったと考えても良いだろう。 

 

４－４ 水産分野における PBL を用いた社会人教育普及の

可能性 

本稿で述べてきたように，PBL の発祥の地は医学教育の場

にある。多くの受講生をグループに分け，全員に共通する課

題（患者の疾病を完治させる等の解決したいとする問題の設

定）を設定し，グループごとに自主学習を課し，他グループ

の前で自分たちの戦略を発表させ，他グループの発表と相互

に比較してもっとも合理的な解決手法を知る，という手順が

PBL では重視されている。PBL の根本的な目的は，グルー

プ単位の自主学習，同じプロセスを経験した他者との同居，

自主学習中には調べ方や考え方を示すに留めて正答を示さず

“背中を押す”役に徹する教員やチューター，といった複ー

の要素が不可欠である。このことによって，“自分で必要知識

を探して，それを機能させる術を学び，そのことを他者に説

明したり他者の選択を聞くことで自らの実現能力の正否を検

討する。課題を解決するために必要な team communication

や情報源の吟味の仕方を体得する”といった能力開発を効率

的に実現することである。この根本的な目的の実現のために，

医学教育分野でかなり速いスピードで PBL の改善が進んだ。

この改善により，手法が細分化されるようになったし，医学

以外への応用が他分野の研究者や教育者の手で進められるよ

うになった。そして，医学以外の分野でも，それぞれにあっ

た PBL 教育の形が見られるようになっている。この流れが，

水産系社会人教育に至ったという点が，サイバネの立ち位置

である。授業ごとの単一課題の設定という枠組みから離れた

最初の例が水産系社会人教育の場であるということで，PBL

はその応用可能性をさらに広げたとまとめることができる。 

最後になったが，大学教育に PBL を持ち込むという位置

づけで PBL が大学のカリキュラムポリシーに表れるように

なったり，文系教育への応用が始まっているなど，PBL は手

法と理念の両方を実現するツールとして位置づけられようと

している。恐れず言うなら，教育手法としての一般化が急速

に進み始めているのが，PBL 応用の現時点の姿だろう。そこ

には職業の現場で行われる OJT（On the Job Training）を

先取りした仮想OJT としての PBL が見え隠れするかのよう

である。 

本稿は，「文部科学省科学技術振興調整費（地域る生人材創

出拠点の形成）『海洋サイバネティクスと長崎県の水産る生」

プログラムでの経験をもとにしたものである。 

 

 

注 

1） PBL については Program-Based Learning との位置づ

けもあるが，本論では本質的な呼称であることに留意して

表記した。 

2） 古 い 資 料 だ が  "SPEAKING OF TEACHING" 

STANFORD UNIVERSITY NEWSLETTER ON 

TEACHING, vol.11, No.1（winter,2001）pp.5は，PBL は

受講生が自分の問題解決力に自信を持つようになり積極的

な学習者になる後押しをするものだとの趣旨を示されてい

る。この点で，多くの学問分野の教育に応用できる可能性

が示されていると言えるだろうし，実際，多くの分野で実

践・評価・改良が進み定着している。なお PBL が多くの

教育分野で応用できる構造については，板谷裕子「医学教

育に求められる教育学コアスキル－問題解決型学習とコア

スキル－」『家庭医療』９巻２号（2005）pp.99に端的にま

とめられている。すなわち，PBL の4領域のコアスキルと

して，マネージメントスキル，コミュニケーションスキル，

臨床知識技術スキル，教育学スキルの４要素があるとして

いる。これらのうち３つめは応用先の分野固有の知識技術

スキル，４つめは実施される分野に最適な「教える技術」

と専門分野としての教育学から応用可能な要素と理解すれ

ばわかりやすい。 

3） 例えば，任和子「McMaster 大学における Problem Based 

Learning（PBL）と日本の看護教育への適用について」『京

都大学医療技術短期大学部紀要 健康人間学』第11号（京

都大学医療技術短期大学部）pp.42などの記述。PBL の歴

史に触れる研究論文は，この論文に限らず，“カナダ・

McMaster 大学・医学教育・1969年”を指摘している。 

4） 例えば，任和子「前よ書」pp.42にある略史を紹介する部

分を参照。この部分の記述は PBL が普及する過程に言及

する著作であれば必ずといってもよいほど列記する内容で

ある。ちなみに，同書のいう Newcastle 大学は豪州の The 
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University of Newcastle のことで，これに触れている点が

後述の神津の資料と並んで ， PBL が普及当 初 か ら

world-wide な広がりを持つ事実を示していると評するこ

とができるだろう。なぜ，world-wide かの解があるとすれ

ば，それは医学教育が共通基盤だということだろう。 

5） 井上明「PBL（Problem Based Learning）による情報

リテラシー教育」『同志社政策科学研究』第７巻第１号, 

pp.66（2005）による PBL の普及過程の整理では，「その後，

オランダの Limburg 大学，オーストラリアの New Castle

大学，アメリカの New Mexico 大学の３つの大学で

McMster（綴りは原文のママ：著者）モデルが採用され，

それぞれの地域に適した形に修正されながら30年の間に次

第に広まった」と，PBL が開発以後の早い段階で世界規模

で大学教育課程に組み込まれ試行錯誤と技法の修正を経て

いることに言及している。 

6） 馬場孝「国際関係学における教育方法の内容と展開（上）」

『静岡文化芸術大学紀要』Vol.9, pp.51-64（2008）と，同

「国際関係学における教育方法の内容と展開（下）」『静岡

文化芸術大学紀要』Vol.10, pp.35-44（2009）。両研究は，

アメリカ の 国際関係学 会誌 "International Studies 

Perspectives"（International Studies Association，季刊）

の2000年創刊以降の全よ載論文から教授法に関する論文63

報を対象に様々な角度から類型化を試みている。うちー報

の該当事例から，国際関係を学ぶ手法として PBL が有効

だろうが一方では工学技術とは違って最適解がない場合も

ありうるとの趣旨で PBL を評価（前者の pp.58-59と後者

の pp.41の記述から判断）をしている。 

7） 例えば，神津忠彦「応用 PBL（App.lied PBL）」（東京大

学国際協力医学教育研究センター教育セミナー資料，2009）

ver.9.1による。神津は，日本で初めて PBL を教育体系に

組み込んだ東京女子医科大学名誉教授（現，もと同大学医

学教育学教室専任教授）。Case Western Reserve 大学はオ

ハイオ州クリーブランドにある私立大学（1967年創立）で

あることから，神津は同大学の前身 Case Western 大学で

開発された手法に注目している。 

8） 前よ，神津（2009）による。この資料では，医学部教育

における学年進行に伴う PBL-Tutorial が学年進行にした

がって内容的に進化する過程を整理し，これを「累進型チ

ュートリアル」として紹介した旨が示されている。 

9） 神津（2009）は PBL を医学系教育の趣旨から整理して

いるので，著者の責任で原典の趣旨を損ねない範囲で用い

る言葉を一部，改めた。 

10）ただし PBL を仕掛ける側がそれを放置しているばかり

ではない。多くの大学で見られるように留学生チューター

制度の研修（実態的には，チューター謝金支払いの実質化

－チューター労務の自覚がない状態での執務はあり得ない

とする関係諸機関と大学との間での調整に端を発すると理

解する方が現実的かもしれない－）制度があるし，PBL 研

究にあっても要認識事項の整理がなされているとの２点も

触れておきたい。 

11）直近のシラバスによれば広島大学工学部第四類の授業科

 

目「輸送機器環境工学プロジェクトⅡ」（広島大学サイト

https://momiji.hiroshima-u.ac.jp/syllabus/2010_12_K8

802040.html では，「paper vihcle を4人程度のグループに

よって共同設計・製作する」と紹介）における「ペーパー

バイク」（同大学 http://eng4.hiroshima-u.ac.jp/global/ 

entrance/open.html による表現）の作成。 

12）藤久保昌彦・濱田邦裕・新宅英司・柳原大輔・山本元道・

陸田秀実「知識総括型 PBL"Paper Bicycle Project"の試み」

『工学教育』50巻６号（2002年），p.58。この資料は2002

年３月受理なので，2002年度の広島大学工学部第四類のカ

リキュラムの実践過程を総括したものと理解できるが，知

識総括型 PBL に基づく Paper Bicycle Project をどの授業

で実践しているかは明記せず，関連知識の吸収と体系化の

点からか，「主として力学・設計関連科目の知識強化」（p.59）

を狙いとしていると位置づけ，関連授業科目名について複

ーの授業科目名を示している。 

13）藤久保昌彦他「前よ書」p.59 

14）都倉信樹「PBL によるコミュニケーションスキルの指導

法」『工学教育』49巻４号（2001）pp.2。 

15）都倉「前よ書」pp.3。 

16）外国における先行事例の記述は，金子成彦・渡邉辰郎

「PBL プログラム海外視察報告」『工学教育』50巻３号

（2002年）pp.29-32の記述を元にして，著者の責任におい

て文意を変えない範囲で要約したものである。 

17）村上タカシ「芸術表現教育における PBL（Project-Based 

Learning）の実践研究」『宮城教育大学紀要』第14巻（2009）

を参考にした。 

18）渡邉辰郎・金子成彦「スキルアップ教育手段としての

PBL－新しい産学研究協力の試み－」『工学教育』50巻３

号（2002）pp.84。ここでは，民間企業が研究室に持ち込ん

だ解決課題を用いて大学院教育に活用した事例が紹介され

ている。 

19）渡邉辰郎・金子成彦「前よ書」pp.86を著者の責任で要約。 

20）座古勝・鳴海邦碩・佐藤武彦・山本孝夫・濱恵介・柳父

行二・篠原祥・村田雅人・上西啓介・加賀有津子・松村暢

彦・中川貴・倉敷哲生「OJE（On the Job Education）方

式による実践型演習」『工学教育』54巻2号（2006）に詳し

い。 

21）長崎大学水産学部は，長崎県ならびに NPO 法人アクア

カルチャーネットワークと共同して，長崎県の水産業・水

産加工業を活性化させる人材を養成するために，新しい社

会人教育のプログラムとして平成19（2007）年より文部科

学省科学技術振興調整費による地域る生人材創出拠点の形

成事業「海洋サイバネティクスと長崎県の水産る生」（通

称：海洋サイバネティクスプログラム）をおこなっている。 

22）開豊・宇野直嗣・田中裕一・井山裕文・山下徹・宮本裕

隆「地域企業と共同した『人材育成事業』の取組み」『工学

教育』55巻３号（2007）pp.67。これによると，「平成18年

度，経済産業省・中小企業庁が公募」（pp.67）した事業で

採択されたもので，「対象は地元の機械系企業10ー社と共同

して，現場経験２～10年の設計エンジニアを対象とした，
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20～25名程度の育成事業」（pp.68）である。 

23）三重大学ではすでに学内のカリキュラムを PBL に依拠

したものにすると宣言しているが，同大学が実施する社会

人教育に PBL を用いているかどうかは確認できなかった。 

24）平成19年より文部科学省科学技術振興調整費による地域

る生人材創出拠点の形成事業「海洋サイバネティクスと長

崎県の水産る生」（通称：海洋サイバネティクスプログラム）

として，本稿執筆時点で運用中。 

25）サイバネの募集要項の他，例えば，サイバネのサイト

（http://cyber.fish.nagasaki-u.ac.jp/first/）にある。 

26）サイバネの研究員や事務補佐員を介して，あるいは直接，

担当教員は受講生との間で課題研究のために文字通り，不

断のつきあいをすることが背景にある。この点では，長崎

大学水産学部教員の卒業研究や大学院研究へのつきあい方

に見られる，いわゆる企業文化が色濃く影響していると説

明する方が現実的である。 

27）サイバネの受講期間は２年度。必要受講時間ー，課題研

究の実施とポスター発表により修了が決まる。修了者への

授与称号 は ， 長 崎 大 学 水 産コンダクター （ NUFIC: 

Nagasaki University Fisheries Industry Conductor）」で

ある。なお修了とは，いわゆる卒業のこと。 

28）筆者の身近な例をよげるのではない。おそらく水産分野

では世界的にみても初例であるという点で選択した事例で

ある。 

29）サイバネ実施側とは，教員とスタッフ（研究員と補助員）

を指す。３コースと共通カリキュラム部（経営と環境で構

成）ごとにいるスタッフが，各受講生との間で事務連絡か

ら相談事までの窓口となる。サイバネでは，これを問題解

決に関係する interface 機能として強く重視し，素早い情

報共有で“教員⇔スタッフ⇔受講生”の関係を密に保ち続

けている。この点が，カリキュラムの表舞台に出てはこな

いが，このプロジェクトに対する受講生の信頼を得ている

基盤となっている。 

30）サイバネを仕掛ける側からの表現。これは，受講生の立

場から説明するなら，課題解決のために持つ必要がある「関

連専門知識の収集，戦略を立てる能力の育成，専門知識そ

の使い方の習得，教員やスタッフを含む課題に関係する人

たちとの間でチームワークを築いて前進させる能力，課題

解決までの手順が合理的であるとして他者に説明する能力

（立てた戦略とそれによって解決できたというプロセスの

ふり返り）」を示すことと同義。 

31）促したにも関わらず，受講生の本業の都合でそのタイミ

ングが遅れた，事実上，対応をさぼっていて実行時期が遅

れたという事例は（受講生ー×現地実習のーが母ーとなる

だけに）多い。その影響は，最後の半年の作業に明らかに

及ぶ。ただし，タイミングの遅れが，初期設定の課題対象

が解決の対象から外れるようになった（例えば，某事業者

が自分で何らかの対策をした）という事態を見つけること

にもつながるので，遅れ＝悪玉，と大括りにできないこと

もある。 

32）もちろん出発点は，医学生に実践能力を身につけてほし

 

いとの点にあるだろう。実践能力の体得という点で純粋昇

華していたことが，PBL の広い範囲への応用を可能にした

ことでもあると理解できる。 




